
  
 

平成28年１2月20日  

  土地 ・建設産業 局 
 

「宅地建物取引業法の一部を改正する法律の施行期日を定める政令」を閣議決定 

１．概要 

第１９０回国会において、既存住宅の流通市場を活性化し安心な取引環境の整備を図る

ため、建物状況調査（インスペクション）の活用等を内容とする宅地建物取引業法の一部を

改正する法律が成立し、平成２８年６月３日に公布されました。 

本法律において、建物状況調査（インスペクション）関係の規定について公布の日

から２年以内、それ以外の規定について公布の日から１年以内の政令において定める

日から施行することとしているため、下記の通り施行期日を定めます。 

 

（１）建物状況調査（インスペクション）に関する規定の施行期日を平成３０年４月１日とし

ます。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（２）（１）以外の規定の施行期日を平成２９年４月１日とします。 
   

 営業保証金・弁済業務保証金制度の弁済対象者から宅地建物取引業者を除外 

 従業者への体系的な研修の実施についての業界団体に対する努力義務   等 
 

２．スケジュール 

公布：平成２８年１２月２６日（月） 

施行：（１）建物状況調査（インスペクション）に関する規定・・・平成３０年４月１日 

   （２）（１）以外の規定・・・平成２９年４月１日 

 

【問い合わせ先】 

 国土交通省土地・建設産業局不動産業課 本間・池田 

 連絡先 03-5253-8111（内線：25-129/25-126）  直通：03-5253-8288 

第１９０回国会で成立した「宅地建物取引業法の一部を改正する法律」の施行期日を定める

政令が、本日、閣議決定されました。 

既存の建物の取引における情報提供の充実を図るため、宅地建物取引業者に対し、以下の

事項を義務付け。 

 媒介契約において建物状況調査を実施する者のあっせんに関する事項を記載した書面

の交付 

 買主等に対して建物状況調査の結果の概要等を重要事項として説明 

 売買等の契約の成立時に建物の状況について当事者の双方が確認した事項を記載した

書面の交付 


